
 

 1 © IWATA GODO 2026 

 

 

 

  

 

令和５年（受）第２４６１号 

不当利得返還等請求事件 

令和７年６月３０日最高裁第一小法廷判決 

  

 

 

監修：弁護士 中澤  亮 

    文責：弁護士 三上 夏輝 

  

【判決要旨】 

 

別荘地内に土地を所有する者が当該別荘地の管理会社に対し管理費として相当と認められる

額の不当利得返還義務を負うとされた事例 

 

【事案の概要等】 

 

１ 事案の概要 

本件は、多数の土地及び道路等の施設からなる別荘地（以下「本件別荘地」という。）の所

有者との間で、個別に共益管理契約（以下「本件管理契約」という。）を締結し、本件別荘地

において、本件管理契約に基づく管理業務（以下「本件管理業務」という。）を行っていた不

動産の管理業等を営む X（原告・被控訴人・上告人）が、本件別荘地内にある土地（以下「本

件土地」という。）の所有者である Y（被告・控訴人・被上告人）に対し、Yは X との間で本

件管理契約を締結せず、管理料を支払わずに、法律上の原因なく、本件管理業務による利得を

得ており、その利得が管理料相当額と同額以上であるとして、不当利得返還請求をした事案で

ある。 

 

２ 事実関係の概要 

Xは、不動産の売買、賃貸、仲介及び管理等を目的とする会社である。 

Yは、平成 5 年 7 月 13 日から、本件土地を売買により取得し、所有している。 

本件別荘地は、「B」と呼ばれる複数の土地からなる分譲別荘地群を構成する土地（別紙黒

塗りの部分）であり、本件土地は本件別荘地を構成する土地の一つである。 
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Xは、本件別荘地内の土地所有者の一部との間で個別に共益管理契約（以下「本件管理契約」

という。）を締結し、本件管理契約に基づき、大要以下の内容で管理業務（以下「本件管理業

務」）の委託を受けているが、Yからは管理の委託を受けていない。 

 共益施設の管理業務（道路、側溝、マンホール等の雨水排水設備、街路灯、消火栓、ごみ

集積所等公共施設の保全・維持管理、パトロール実施、道路ゲートの開閉管理、道路両脇

の雑草刈込作業、U字速攻内部の清掃作業、関係者以外の立入防止、天災事変時の見回り

点検） 

 建物管理業務（玄関鍵の保管、建物外部の異常見回り、建物内外部の異常点検、異常発見

時の現場応急処置及び報告、建物周囲及び道路から玄関までの除草作業、窓開放による風

通し、各種立会業務等） 

 管理費は共益管理費を 1区画当たり年間 3万 6000円（税別）とし、建物管理費を 1棟年

額 3万 6000円（税別）とする。 

Y は、平成 5 年に本件土地を売買により取得して以降、本件土地上に建物を建築しておら

ず、本件土地を利用していない。本件土地は、登記記録上の地目は山林であるが、現況は雑種

地とされている1。 

Yは Xとの間において、上記管理費を支払っていない。 

X は、Y に対して、本件管理業務という労務により、Y は法律上の理由なく利益を受け、X

は損失を被ったとして、不当利得返還請求権に基づき、平成 28 年 7 月から令和 3年 6月まで

の期間における、上記管理費と同額の支払を求めた。 

 

【論点】 

 

Y は、X による本件管理業務という労務により、法律上の原因のない利得を受けたか否か。 

  

 
1 不動産登記規則 99 条。同条に定められる地目のいずれにも該当しない土地のことをいう（山野目章男『不動

産登記法［第 3 版］』（商事法務・2024 年）179 頁等）。 
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【訴訟の経過】 

 

１ 第一審（東京地判令和５年２月２８日民集７９巻４号２１４０頁（なお、下線部は筆者によ

る。）） 

第一審においては、本件管理業務の遂行により、本件土地の経済的価値が維持・向上されて

いるか否かについて争われ、裁判所は以下のとおり判示して、Y が法律上原因のない利得を得

たと判断した。 

 

「（１）原告は、本件別荘地内の土地所有者の一部から、本件別荘地に関し、本件別荘地の良

好な環境と健全な秩序の保全を目的として、本件共益施設管理業務等を受託している。原告は、

本件別荘地における、利用ルールや禁止事項等を定めた使用細則を定め、原告に本件別荘地内

の上記管理業務等を委託した土地所有者の者らはこの使用細則を遵守することとされている

（前提事実（３）、甲２、弁論の全趣旨）。 

（２）本件別荘地内の全体図は、別紙Ｂ総区画図のとおりであり、本件土地は、別紙本件土地

所在地図の黒塗り部分である（前提事実、甲９の１、甲２４、弁論の全趣旨）。 

 本件別荘地内には、道路ゲート、ゴミ集積場、体育館、テニスコート、源泉施設（本件別荘

地内に露天風呂が設けられているほか、源泉から汲み上げた温泉を各別荘に供給する給湯シ

ステムがある）、消火栓、管理事務所、バス停留所といった施設が設けられている（甲８、９

の１ないし６、甲２０、２２・１３頁）。 

（３）令和３年度の本件土地の固定資産税評価額は、３７万２４１０円（１平方メートル当た

り１６７０円）とされ、その現況は雑種地である（甲１６の３、弁論の全趣旨）。 

（４）本件別荘地周辺の本件別荘地以外の分譲地６件における管理費は、管理形態を水道施設

管理として年額２万１６００円とするものが４件、管理形態を共益施設管理として年額２万

４０００円とするものが１件、管理形態を水道維持管理として年額６万円とするものが１件

となっている（甲２１）。」 

 

「２ 被告は、原告による本件共益施設管理業務により法律上の原因のない利得を得たかに

ついて 

（１）本件土地を含む本件別荘地は、「Ｂ」と呼ばれる複数の土地から成る分譲別荘地群であ

るところ（前提事実（２））、原告が少なくとも平成２８年７月から令和３年６月までの間に

行ったといえる本件共益施設管理業務は、〔１〕道路、側溝、マンホール等の雨水排水設備、

街路灯、消火栓、ゴミ集積所といった、上記分譲別荘地群を構成する各土地の所有者全体にと

って、その所有する土地の便益の維持につながる設備を対象とする維持・保全管理業務のほか、

〔２〕道路ゲートの開閉管理、パトロールの実施、関係者以外の立入防止、天災地変時の見回

り点検といった本件別荘地全体の安全や秩序の維持に資するものや〔３〕道路両脇の雑草の刈

込作業やＵ時溝内部の清掃作業といった本件別荘地全体の良好な環境や景観を維持するもの

であり、本件共益施設管理業務は、本件別荘地内の特定の土地所有者だけの利益に資するもの

ではなく、本件別荘地全体の利益につながるものといえる。そして、本件土地を含む本件別荘

地内の各土地の資産価値は、上記のように管理の行き届いた本件別荘地内の一角として評価

されるから、そのような管理がされていない土地と比較してより高額になるのが通常と考え
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られ、また、そうした管理が継続されることでこのような土地の資産価値が維持されることと

なるのが不動産市場の通常の受け止めと考えられる。本件土地について、これを否定するに足

りる具体的な事情は見当たらず、上記のような資産価値の維持・向上が反射的利益であるなど

ということもできない。 

 以上によれば、本件別荘地内に所在する本件土地の所有者である被告は、本件土地を含む本

件別荘地全体に対する原告による本件共益施設管理業務という労務による損失の下、本件土

地の資産価値の維持ないし向上という利得を、原告との管理委託契約等の法律上の原因なく、

取得しているものと認められる。 

（２）次に、原告の損失の額及び被告の利得額について検討すると、上記（１）のように被告

は、本件土地の資産価値の維持ないし向上という利得を得ているところ、このような資産価値

の維持ないし向上の利得を得るには、本来は、原告と管理委託契約を締結し、その管理料とし

て１区画当たり年額３万６０００円（税別）を支払う必要があったこと（前提事実（３））、

原告は本件共益施設管理業務を行うに際し、管理業務委託契約を締結した土地所有者からは

同額の管理料を受領できたが、管理委託契約のない被告からはこれを受領できていないこと

（弁論の全趣旨）、この管理料の額は本件共益施設管理業務の内容（前提事実（３））や周辺

の他の管理内容を異にする分譲地の管理料（認定事実（４））に照らして不相当に高額とはい

えないことを総合すれば、被告が得た利得の額は、１年当たり、上記管理料と同額程度（原告

の損失額は、これと対応関係にある受領できなかった管理費相当額と同額程度）であったと評

価するのが相当である。 

（３）したがって、原告は、被告に対し、不当利得返還請求権に基づき、平成２８年７月から

令和３年６月までの間の管理料合計額（税込）と同額の１９万５６６０円（令和元年９月まで

の消費税率は８％であり、同年１０月以降のそれは１０％である）の支払を求めることができ

るものと認める。」 

 

２ 控訴審（東京高判令和５年９月２１日民集７９巻４号２１４９頁（なお、下線部は筆者によ

る。）） 

一審判決に対して、Y が控訴。控訴審は以下のとおり判示して原審を破棄し、X による本件

管理業務により Y は法律上の原因のない利得を得たとはいえないとして、X の請求を棄却し

た。 

 

「（１）被控訴人は、別紙「近隣地との固定資産評価比較一覧及び本件土地との評価差額」（以

下「評価一覧表」という。）のとおり、土地の固定資産評価額を根拠に、本件共益施設管理業

務により本件土地の経済的価値の維持利益を受けており、その額は３６万６３６７円から３

６万７８８３円であると主張する。なお、評価一覧表記載の場所、面積及び評価額は、土地評

価証明書（甲１６の３・１０ないし１６、甲２５の２ないし８、乙２２）により認められる。 

（２）しかし、評価一覧表記載の「２」及び「３」の土地は、いずれもゴルフ場用地であり（甲

１６の６、７、甲２２）、また、同「４」の土地も別荘地には該当せず、登記記録上の地目も

現況も山林である（甲２２）ため、本件共益施設管理業務と同種の管理業務が適切なものとし

て想定されず、本件土地と単純に経済的価値を比較する対象にはならないというべきである。

また、評価一覧表記載の「５」ないし「７」の各土地は、本件土地が登記記録上の地目が山林、
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現況が雑種地（前提事実（２））であるのとは異なり、登記記録上の地目、現況のいずれも山

林であり、同「１」の土地は、登記記録上の地目が原野、現況が山林であって、固定資産評価

の方法が、現況が雑種地である本件土地とは異なり、単純に経済的価値を比較するのは相当で

はない。 

 そして、本件土地は、控訴人が本件土地を売買により取得した時期や所在、現況の状態など

に照らすと、もともと管理された本件別荘地の一区画の土地として取得されたものであるこ

とが認められ、他方、その取得価格や本件共益施設管理業務開始前の固定資産評価額は不明で

あるから、被控訴人が本件共益施設管理業務を行ったとしても、このことにより本件土地につ

いて現況を雑種地として評価され、本件土地の固定資産評価が評価一覧表記載の評価額（令和

３年３７万２４１０円（甲１６の３）、令和５年３５万６８００円（乙２２））となったと認

めることはできず、これを認めるに足る証拠はない。そうすると、本件共益施設管理業務によ

る被控訴人の労務提供と本件土地の経済的価値の維持利益との因果関係については不明とい

わざるを得ない。評価一覧表記載の「１」、「５」ないし「７」の各土地について管理業務が

されていない、あるいは、不十分である（甲２２）としても、被控訴人が本件共益施設管理業

務を行わなかった場合には、本件土地の固定資産評価額が上記額まで上昇しない、あるいは維

持されないと認めるに足りる証拠もない。なお、評価一覧表記載の本件土地以外の各土地は，

令和３年の固定資産評価額と令和５年のそれとを比べて変動がなく、また、被控訴人による本

件共益施設管理業務の内容や程度は変わりがないものと推認できるものの、本件土地につい

てはわずかではあるが、固定資産評価額が下落している。雑種地の固定資産評価は、売買実例

地比準方式や近傍地比準方式等により算出される（甲１８）ところ、その算出過程において当

該土地周辺の管理状況等がどのように考慮されたかは証拠上明らかではなく、被控訴人によ

る本件共益施設管理業務が本件土地の経済的価値に与えた影響については不明というべきで

ある。 

 よって、控訴人に利得があると認めることはできないから、被控訴人の控訴人に対する不当

利得返還請求は理由がない。」  

 

３ 上告審（最判令和８年６月３０日民集７９巻４号２１３１頁（以下「本判決」という。なお、

下線部は筆者による。）） 

原判決に対し、X が上告受理申立てをした。上告受理理由は大要以下のとおりである。 

 原判決が、本件土地の経済的価値の維持という利益の発生を否定する趣旨で前記２の判示

をしたとするのであれば、本件別荘地における共有管理未締結者について、本件別荘地に

おける X の本件管理業務により、「経済価値の維持及び本件土地の使用に当たっての利

便」という利益を受けているとした他の高裁判例があるため、原判決は他の高裁判例と相

反する判断をしていることとなる2。 

 原判決は結論として Y に利得があると認められないと判断しているが、原判決が述べて

いる理由は主に利得と本件管理業務との因果関係の有無に関するものであり、原判決は利

得の有無と因果関係の有無を混同している。 

 
2 関連裁判例である東京高判令和６年２月１４日Ｄ１－Ｌａｗ２８３３２０６４と思われる。 
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 本件土地の経済的価値と地目が異なる土地の経済的価値とを比較することが相当でない

とする理由が明らかではない。 

 Yがもともと管理された本件別荘地の一区画として本件土地を取得したこと、本件土地の

取得価格や本件管理業務開始前の固定資産評価が不明であることから、なぜ本件管理業務

開始後の本件土地の経済的価値が、本件管理業務開始後に維持されていないといえるのか

が不明である。現状において本件土地の固定資産評価額が X 主張の額になっていること

は認められ、経済的価値の維持自体は当然に認められる。 

 本件で提出された不動産鑑定士の意見書においては、本件別荘地内の土地が管理されない

場合には荒廃することにより、評価が下がる可能性がある旨が指摘されていることを踏ま

えると、原判決は X提出の証拠を不当に評価している。 

 本件別荘地においては、過去に管理行為がなされない時期には、ごみの不法投棄等により

荒れ地の状態であったこと、Xの関与以降は、今後管理業務を行わない場合は想定されず、

単純な比較ができないこと、近隣土地と本件別荘地内の土地の現況からも明らかなように、

本件土地を含む本件別荘地内の各土地は、Xの行き届いた管理行為により、全体として近

隣物件よりも高額に評価され、実際に高額に取引されている。 

 

上告審は、以下のとおり判示し、X による本件共益施設管理業務により Y は法律上の原因

のない利得を得たことを認め、原判決を破棄し、Yの控訴を棄却した。 

 

① 「上記事実関係によれば、本件土地は本件別荘地内の土地の１区画であるところ、本件別

荘地は多数の土地及び道路等の施設から成る大規模な別荘地として開発され、現在も別荘

地として利用されていることが明らかである。」 

 

② 「そして、上告人は、本件別荘地所有者との間で個別に本件管理契約を締結し、本件別荘

地において継続的に本件管理業務を提供しているところ、その内容は、本件別荘地を支える

基盤となる施設を本件別荘地所有者による利用が可能な状態に保全及び維持管理し、本件

別荘地内の土地や上記施設に対する犯罪や災害による被害の発生等を予防し、本件別荘地

の環境や景観を別荘地としてふさわしい良好な状態に保つものである。これらによれば、本

件管理業務は、本件別荘地が別荘地として存続する限り、その基本的な機能や質を確保す

るために必要なものであり、また、本件管理業務は、本件別荘地の全体を管理の対象とし、

全ての本件別荘地所有者に対して利益を及ぼすものであって、本件管理契約を締結してい

ない一部の本件別荘地所有者のみを本件管理業務による利益の享受から排除することは困

難な性質のものであるということができる。」 

 

③ 「そうすると、上告人の本件管理業務という労務は、本件別荘地内の土地に建物を建築

してその土地を利用しているか否かにかかわらず、本件別荘地所有者に利益を生じさせる

ものであるというべきである。そして、本件管理業務に要する費用は、本件別荘地所有者か
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ら本件管理業務に対する管理費を収受することによって賄うことが予定されているといえ

るから、被上告人からその支払を受けていない上告人には損失があるというべきである。」 

 

④ 「以上によれば、被上告人は、本件管理契約を締結することなく上告人の本件管理業務と

いう労務により法律上の原因なく利益を受け、そのために上告人に損失を及ぼしたものと

認められる。このことは、本件管理業務が本件土地の経済的価値それ自体に及ぼす影響が不

明であったとしても変わるものではない。」 

 

⑤ 「そして、上記の本件管理業務の内容、性質に加え、被上告人は、本件別荘地が別荘地で

あることを認識して、その１区画である本件土地を取得したことは明らかであること、本件

管理契約を締結していない本件別荘地所有者が本件管理業務に対する管理費を負担しない

とすると、これを支払っている本件別荘地所有者との間で不公平な結果を生ずることにな

るほか、本件管理業務に要する費用を賄うための原資が減少して、本件管理業務の提供に支

障が生じ、別荘地の基本的な機能や質の確保に悪影響が生ずるおそれがあること、本件管理

業務は、本件別荘地所有者が個別になし得るものではなく、地方自治体による提供も期待で

きないものであって、上告人以外に本件管理業務を提供することができる者がいることは

うかがわれないことも踏まえると、被上告人が上告人による本件管理業務の提供を望んで

いなかったとしても、本件管理業務に対する管理費として相当と認められる額の負担を免

れることはできないというべきである。このように解することが契約自由の原則に反する

ものでないことは明らかである。 

 したがって、被上告人は、上告人に対し、本件管理業務に対する管理費として相当と認め

られる額の不当利得返還義務を負う。 

５ これと異なる原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。

論旨はこの趣旨をいうものとして理由があり、原判決は破棄を免れない。そして、以上に説

示したところによれば、上告人の請求には理由があり、これを認容した第１審判決は正当で

あるから、被上告人の控訴を棄却すべきである。」 

 

【解説】 

 

第１ はじめに  

１ 不当利得制度の概要 

  不当利得は、①受益者における利得の発生、②支出者における損失の発生、③利得と損失

との間の因果関係、④利得について法律上の原因がないことの 4 つが要件となる（民法 703

条）。伝統的には不当利得は、利得者・損失者間での財産上の均衡を図り、衡平の理想を実現

する制度と解した上で、不当利得法を一元的に捉える考え方から説明がされてきたが、近年は

不当利得が問題となる類型ごとに分析する類型論が広まっている3。類型論においては、不当

利得を侵害利得、給付利得、支出利得の 3つに分け、更に支出利得を、他人の債務の弁済をし

 
3 窪田充見編『新注釈民法⒂ 債権⑻［第 2 版］』（有斐閣・2024 年）87 頁～91 頁〔藤原正則〕 
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たときに問題となる求償利得と、他人の財産に対してある者の財産又は労働を投下した場合に

問題となる費用利得に分けて検討する4。 

  本件は、X による本件管理業務の提供により、本件土地に関し所有者である Y において利益

が生じたか否か、利益が生じたとして、その利益の相当額だけ、Xに対して費用を支払うべき

かが問題となった事例であり、上記類型論に従えば、費用利得に該当する事例である。 

 

２ 費用利得の概要 

  ある者が他人の財産に労務又は財産を投下したことにより、当該他人の財産が増加するよう

な場面については、以下の理由からこれまで不当利得返還請求の可否が問題となることは少な

かった。 

  すなわち本件別荘地の Y 以外の所有者のように、X との間で本件管理契約を締結している

者であれば、費用負担については、通常当該契約により処理される。また、そうでなくても、

契約関係から生じる費用負担については、賃貸借契約に基づく必要費や有益費の償還請求権

（民法 608条）のように、法律に定められており、所有者・占有者の関係から生じる費用償還

請求権についても民法 196条によって処理される。加えて、義務がないのに他人の事務を他人

のためにする意思をもって処理し、その際に費用が支出された場合も、事務管理による有益費

償還請求権を行使することができる。 

  本件では、X は本件管理契約の締結を拒絶しており、本件管理業務を Y が行うことが X の

意思に反することは明白であったため、事務管理の要件を満たさなかった5。 

  そこで、本件のように不当利得返還請求の可否が問題となり、結果として費用利得の成否が

最高裁においてはじめて判断されることとなった。 

 

第２ 本件の論点に対する判断 

  本件においては、一審から最高裁まで、一貫して Y が X による本件管理業務により法律上原

因のない利得を得たか否かが争われた。 

 

１ 一審の判断 

  一審は本件業務の内容に照らすと、本件業務は本件別荘地内の特定の所有者にとどまらず、

本件別荘地全体の利益につながることを指摘している。その上で、本件管理業務が履行された

結果、本件土地を含む本件別荘地内の各土地の資産価値は、管理の行き届いた本件別荘地内の

一角として評価されることから、そのような管理がされていない土地と比較してより高額にな

るのが通常と考えられ、また、そうした管理が継続されることでこのような土地の資産価値が

維持されることとなるのが、不動産市場の通常の受け止めと考えられるとして、本件管理業務

という労務の提供による損失の結果、本件土地の資産価値の維持ないし向上という利得を得て

いると判断している。 

 

２ 原審の判断 

 
4 窪田・前掲注 4）96～97 頁 
5 瀧久範「別荘地の管理と費用利得」ジュリスト 1617 号（2025 年）109 頁 
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  これに対して原審は、以下の 4点の理由から本件管理業務が本件土地の経済的価値に与えた

影響は不明であるとして、Xの労務の提供と Yの利得との因果関係を否定して、原判決を破棄

し請求を棄却した。 

（a）X は、本件土地の固定資産評価額と近隣地の固定資産評価額との差額を根拠として、Y

が本件管理業務により本件土地の経済的価値の維持利益を受けていると主張するが、いず

れの土地も本件土地と地目又は現況が異なり、本件管理業務と同種の管理業務が適切なも

のとして想定されず、これらの土地との間で経済的価値を比較するのは不適切である。 

（b）本件土地は、Xが本件土地を売買により取得した時期や所在、現況の状態等に照らすと、

もともと管理された本件別荘地の一区画の土地として取得された物であることが認められ、

本件土地の取得価格や、本件管理業務開始前の固定資産評価額は不明であるから、本件管理

業務により、本件土地の現在の価値となったことは認められない。 

（c）また、本件管理業務を行わなかった場合に、本件土地の固定資産評価額が現在の価格ま

で上昇しない、又は維持されないと認めるに足りる証拠もない。 

（d）雑種地の固定資産評価は、売買実例値比準方式や近傍値比準方式等により算出されると

ころ、その算定過程において本件土地周辺の管理状況等がどのように考慮されたのかが明

らかではない。 

 

３ 本判決の考慮要素 

 ⑴ Yの利得の認定方法 

本判決は、前記【訴訟の経過】３①～⑤のとおり判示して、費用利得を認めている6。 

Yの利得の認定に当たっては、（a）本件土地は本件別荘地という多数の土地及び道路等

からなる大規模な別荘地として開発された土地の一区画であること、（b）Xの行った本件

管理業務は、その内容に照らすと、別荘地の基本的な機能や質を確保するために必要であ

り、かつ当該業務の性質上、本件管理契約を締結していない土地であっても、不可避的に本

件管理業務の利益を得ることに着目して、Y の利得を認めており、本件管理業務が、本件別

荘地に関し行われた業務であることを事実認定の基礎としている。 

第一審判決においては、本件管理業務により、管理の行き届いた本件別荘地内の一角とし

て評価されることから、そのような管理がなされていない土地よりも高額となること、及び

そうした管理が継続されることで土地の資産価値が維持されることが指摘されており、こ

のような判示をする前提として、本件土地の固定資産税評価額が認定されていることから、

本件土地の判決時の価値について考慮されていると見る余地がある。これに対して、本判決

においては、本件土地の属性や本件管理業務の性質から、本件管理業務の履行による Y の

利得を認めており、本件土地の財産的価値の増加に特に言及することなく Y の利得を認め

ている点に特徴がある。 

 

⑵ Yの利得と Xの損失との因果関係について 

 
6 本判決の示した理路について、①本件土地の属性、②本件管理業務の内容・性質、③本件監理業務労務の性

質との損失、④利得と損失の因果関係等と整理する見解がある（加藤新太郎「第 120 回 別荘地の管理と不当

利得（費用利得）」NBL1311 号（2026 年）85 頁）。 
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本判決は前記⑴のとおり認定した上で、本件管理業務という労務は、本件別荘地内の土地

を利用しているか否かにかかわらず、本件別荘地所有者に利益を生じさせるものであると

し、本件管理業務に要する費用は、管理費を収受することによって賄うことが予定されてい

るとして、Y から管理費の支払を受けていない X には損失があることを認めた。 

そして、Y は X による本件管理業務の提供により利益を受け、これにより X に損失を及

ぼしたことを端的に指摘し、因果関係を認めており、原判決が、Xによる本件管理業務と Y

の利得との間の因果関係を最終的に否定したのとは異なる結論を採った。本判決は、Y が法

律上の原因なく利益を受け、そのために X に損失を及ぼしたことについては、本件管理業

務が本件土地の経済的価値それ自体に及ぼす影響が不明であったとしても変わるものでは

ないと指摘して因果関係を認めており、土地の経済的価値の点に特に言及することなく、本

件管理業務により本件別荘地所有者に利益が生じるとしている7。 

 

４ 契約自由の原則について 

  本判決は、Yの得た利得は、本件管理業務という労務であり、Y が利得を得たことによる X

の損失額は本件管理契約における「管理費相当額」であると認定している。本判決に基づくと、

Yは本件土地を購入した結果、本件管理契約を締結しておらず、また X による本件管理業務の

提供を望んでいない場合でも、本件管理契約に基づく支払債務と同額の債務を負うこととなり、

実質的には X と Y との間に本件管理契約が成立することを認めたのと同様の結論となる。 

  本判決は、以下のとおり判示して、Y が管理費相当額を負担することを免れないと解するこ

とは、契約自由の原則に反するものではないとしている。 

 

 Yは本件別荘地が、別荘地であることを認識して、その一区画である本件土地を取得した

ことは明らかであること 

 本件管理契約を締結していない本件別荘地所有者が本件管理業務に対する管理費を負担

しないとすると、これを支払っている本件別荘地所有者との間で不公平な結果を生ずるこ

とになるほか、本件管理業務に要する費用を賄うための原資が減少して、本件管理業務の

提供に支障が生じ、別荘地の基本的な機能や質の確保に悪影響が生ずるおそれがあること 

 本件管理業務は、本件別荘地所有者が個別になしうるものではなく、地方自治体による提

供も期待できないものであって、X以外に本件管理業務を提供することができない者がい

ることはうかがわれないこと 

  以上については、上記はいずれも Y に契約締結の有無にかかわらず管理費相当額を支払わ

せることよりも、（Y が自身の出捐なしに X による本件管理業務の提供という利益を得られる

という意味においての）フリーライドを問題視すべきであるという価値判断をしたことを述べ

たにすぎず、Y の意思にかかわらず利益の受領及びその対価の支払を強いられることはないと

いう主張に対する回答とはなっていないとの指摘がなされている8。 

 
7 加藤・前掲注 7）85 頁 
8 山城一真「判批」新・判例解説 watch 民法（財産法）No.286（2026 年）95 頁 
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  本件での Yは、Xとの間で本件管理契約を締結していないため、任意解除権だけでなく、法

定解除権を持たない。それだけでなく、契約を締結していない以上、本件管理業務が不十分で

あったり、管理費相当額の増額がなされたりしたとしても何らの対抗手段を持たない9。この

ような不利益を回避するためには、Y としては本件管理契約を締結することが考えられるが、

本判決はこのように本件管理契約の締結を実質的に強制する一面を有するといえる。 

 

５ 本判決の意義と今後の対応 

  本判決は、費用利得に該当する類型について最高裁としてはじめて判断した点において実務

上重要な意義を有する。もっとも、本判決は、本件の事実関係の下において利得者である Y が

Xの損失を負担するべきとの結論を導いており、費用利得における「押し付けられた利得」の

問題については、更なる議論が必要となる10。 

  

  

 
9 瀧・前掲注 5）106 頁～112 頁、同趣旨の指摘をするものとして、山城・前掲注 4）95 頁 
10 本件に関連する判例として、最判令和７年６月３０日裁判所ウェブサイトがある。最高裁としては本件及び

当該判例において統一的な判断をしている。  
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別紙 
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【出典：最高裁判所民事判例集 79 巻 4号 2147 頁～2148頁】 
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